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舗装のライフサイクルコス ト(以 下LCCと する)の 算出の信頼性向上のためには,精 度の高い供用性曲

線を求めることが必要である.し かし,従来用いられてきた供用性曲線作成手法は,大 きなバラツキがある

広域的なデータから代表的な路面劣化傾向を求めてお り,ネッ トワークレベルにおける検討には有効である

が,プ ロジェク トレベル(個 々の現場)に おける劣化傾向と合致しないことが多く見受けられる.そ こで本

研究では,プ ロジェク トレベルにおける劣化傾向を反映し,バラツキの分布形状を取 り入れた供用性曲線の

作成手法を検討 した.
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1.は じ め に

舗装マネジメン トシステムのひとつの要点は,シ ステ

ムユーザーにとって意思決定のために有効な資料を提供

す ることであ り,そ の役割は,舗 装に関す る費用 と効果

を管理者,利 用者,環 境の立場から考えて,効 果的 ・効

率的に 「いつ ・どこを ・どのように」管理運用するかと

い う問題 を解決することである.PMSに おいては複数の

計画案について,LCCを 比較検討することによって最適

な解を導く.算 定されるLCCは,舗 装の劣化傾向や補修

目標値 に大きく影響を受 けることか ら,LCCの 算出の信

頼性向上のためには,精 度の高い供用性曲線 を求めるこ

とが必要である.

しか し,従 来用い られ てきた供用性曲線作成手法は,

大きなバラツキがある広域的なデータから代表的な路面

劣化傾 向を求めてお り,ネ ッ トワークレベルにおける検

討には有効であるが,プ ロジェク トレベル(個 々の現場)

における劣化傾 向と合致 しないことが多く見受けられる

(図-1).

そこで本研究では,ネ ットワークレベルで求められる

供用性曲線作成過程における情報を最大限活用 し,バ ラ

ツキの分布形状を考慮 した供用性曲線の適用手法を検討

した.ま た,プ ロジェク トレベルの劣化傾向を認識 させ

て,個 別現場にあった供用性曲線の選定を可能 とす る方

法を検討 した.

2.供 用 性 曲 線 作 成 の 基 本 条 件

(1)作 成デー タ

作成に用いるデータは道央 ・道南地域で計測 したもの

とし,路 面性状特性値は,MCIの 計算に用いられるひび

割れ率 ・わだち掘れ量 ・平坦性 とした.

また,補 修工法の違い及び舗装構成 により舗装劣化速

度 も異なると考えられ るため,設 定する供用性 曲線 は,

工法別,舗 装計画交通量別 とした.な お,今 回は,1,000

台以上3,000台 未満,3,000台 以上の区分のみの供用性曲

図-1現 地データのバラツキ状況

191



図-2ロ ジスティック曲線の性状

線を作成 している.

(2)作 成手法 と基本関数

谷口らの論文1)によると,舗 装の供用性曲線は,交 通

量及び工法毎に分類された路面性状特性値を,累 積49kN

換算輪数の階級(例えば,0～50万 輪をひとつの階級と

する)毎に整理 したデータから作成 している.デ ータの

分布形状は非対称であり,概 ね対数正規分布となる.そ

して各階級の最頻値から1本 の供用性曲線を作成する.

本検討における基本的な供用性曲線作成手法はこれに準

じている.

ひび割れ率やわだち掘れ といった路面性状特性値は,

経年変化 とともに増加する性質を持っている.多 量の

データをひとつの近似曲線とする場合には,様 々な関数

形が考えられるが,関 数形とデータ群によっては近似結

果が単調増加にならないような場合があった.そ こで,

単調増加の性格を適切に表現できる関数形としてロジス

ティック曲線に着目した.ロ ジスティック曲線は,人 口

増加過程や産業の成長 ・発展 ・衰退を近似する際に使わ

れる関数である.ま た,一 般的なロジスティック曲線は,

最大値と最小値に漸近し,(最大値+最 小値)/2の 点で変

曲点を持つS字 曲線であるが,舗 装の供用性曲線は多様

な形状となるため,こ れに柔軟に対応する関数形を採用

した.そ の基本形を(1)に 示す.

(1)

ここに,N:累 積49kN換 算 輪数,f(N):路 面 性 状 特性

値,A1:f(0),A2:f(N)の 最 大値,x0:曲 線 の 変 曲点

を与 え るN値,p:曲 線 の傾 き を決 定す る定 数

である.例 えば,A1=0.1,A2=0.9,x0=0.5の とき,p=1,2,3に

対 してf(N)は,図-2の よ うに変化 す る.

図-3関 数形の違いによる供用性曲線の近似結果例

参考文献1)で採用している3次 関数とロジスティック

曲線による近似結果例を図-3に 示す.供 用性曲線の作

成過程において,必 ず しも累積49kN換 算輪数の全階級

にデータが存在する訳ではないことから,3次 関数の場

合は,途 中で路面性状特性値が減少に転じるような事例

が見られることがあるが,ロ ジスティック曲線はデータ

群に近似 しながら,か つ単調増加の性格を適切に表現し

ている.

3.バ ラ ツ キ範 囲 を考 慮 した 供 用 性 曲 線 の

適 用

前述したとおり,同 一交通量,同 一工法であっても,

舗装の供用性にはバラツキがあるために,プ ロジェクト

レベルにおいては広範囲なデータから作成したひとつの

供用性曲線の劣化傾向と合致 しない場合がある.そ こ

で,2章 で説明した供用性曲線作成手法をさらに発展さ

せ,デ ータのバラツキを取 り込み,様 々な劣化傾向を表

現するため,バ ラツキ範囲を考慮した幅のある供用性曲

線の適用を試みた.作 成フローを図-4に 示す.

個々の現場の路面性状特性値の履歴は,決 してランダ

ムに変化する訳ではなく,例 えば,平 均的な劣化を表す

1本 の供用性曲線に対 して早めの劣化傾向を示 したり,

逆に遅めの劣化傾向を示したりというように,現 場毎の

特徴がある.こ うした現場毎の特徴を供用性曲線に反映

させることは,舗 装を管理する上で非常に大切である.

本検討では,ま ず,こ のような現場毎の劣化傾向を,

全データ分布の累積確率として定量化し,累 積確率15,

30,50,70,85の 各パーセンタイル値を求め,平 均的な

供用性曲線からの差(シ フト量)と して表現することと

した(図-5).こ れらのパーセンタイル値は,対 数正規

分布するデータ群のバラツキ全体をほぼ示すことができ

ること,グ ラフ化したときに各パーセンタイル値による

曲線の間隔が適度に開いていることなどを勘案して決定

した.な お,平 均的な供用性曲線は,図-5に おける最

頻値(ひ び割れ率の時約10パ ーセンタイル値,わ だち掘
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図- 4作 成 フ ロー

図-5累 積確率 とシフ ト量の関係

れ量 と平坦性のとき約30数 パーセンタイル値)を49kN

換算輪数各階級で求めて作成する曲線である.図-5に

示す頻度曲線(実 線)形 状は(2)に よって求め られる1).

(2)

ここに,N:累 積49kN換 算輪数,f(N):路 面性状特性

値,μ:f(N)の 平均値,σ:f(N)の 標準偏差

である.

工事値後の供用初期段階では,デ ータのバラツキが小

さく,次 第にバ ラツキが大きくなってい くと考えていた

図-6各 階級におけるバラツキ分布

図-7供 用後1ヶ 月目の路面性状調査結果

図- 8標 準 偏差の分布

(3,000台 以 上 ・オーバ ー レイ類)

ため,累 積49kN換 算輪数階級が大きくなるほどシフ ト

量も大きくなると予想していた.そ のため,確 率分布形

状を決定する際に必要となる平均値と標準偏差は,累 積

49kN換 算輪数各階級毎のものを使用し,シ フト量を変化

させていく手法を考えていた.し かし,図-6に 示した

とおり,各 階級におけるバラツキに差は見られなかった

こと,ま た,供 用初期段階においても,図-7の ように

分布には幅があること,さ らに図-8に 累積49kN換 算輪

数の各階級に含まれる路面性状特性値の標準偏差を示し

たように,予 想していたようなバラツキの特徴は見られ

なかったことから,階 級毎の標準偏差 ・平均値を用いる

のではなく,各 階級標準偏差 ・平均値の平均を代表とし

て用いることとした.

供用性曲線(群)の 作成手順を整理すると,すでに図-

193



図-9わ だ ち掘れ量の供用性 曲線

(3,000台 以 上 ・オーバー レイ類)

表-1各 区分の種類

4に 示したように,ま ずデータ母体を累積49kN換 算輪数

の階級毎に,最 頻値,標 準偏差,平 均値を計算する.つ

づいて,各 階級の標準偏差,平 均値の平均を求めて(2)に

代入し,図-5に 示す分布形状を決定,累 積確率から各

パーセンタイル値までのシフト量を決定しておく.累 積

49kN換 算輪数各階級の最頻値から1本 の供用性曲線を作

成し,先 に求めたシフ ト量をシフトする.と いう流れに

なる.

図-9は 設定した供用性曲線(群)の 一例である.最

頻値に対する各パーセンタイル値のシフ ト量を用い,最

頻値より算出した供用性曲線をy軸 方向にシフトしたも

のが求める累積確率に対する供用性曲線 となっている.

シフ トした供用性曲線の近似式は,最 頻値より算出した

供用性曲線の定数項にシフト値を加算することで算出す

ることが出来る.

このようにして,デ ータの最頻値による標準供用件曲

線と,デ ータのバラツキを表現するための曲線群を定め

ることができた.

4.最 適 な 供 用 性 曲 線 の 選 定

(1)最 適な供用性曲線の選定手法

舗装補修を行おうとする区間における現場観測データ

に対し,作成 した供用性曲線群の中から最もフィットす

る曲線の選定手法を検討した.こ こでは,一 般的な最小

二乗法を用いることとした.

図-10ひ び割れ率の供用性曲線例

図-11工 種別データ分布 と最頻値曲線

(1,000台以上3,000台 未満)

また,先 に述べたとお り,供 用性曲線 は,路 面性状特

性値区分,工 種区分,舗 装計画交通量区分それぞれのも

のを作成 している.こ の3区 分に加え,今 回検討 した各

累積確率区分が加わる.表-1に 示す とお り,舗 装計画

交通量区分は2分 類,路 面性状特性値区分は3分 類,工

種区分は6分 類,そ して累積確率区分は6通 りとなるた

め,全 部で216通 りの供用性曲線を求めたことになる.こ

のうち,舗 装計画交通量区分1,000台 以上3 ,000台未満,路

面性状特性値区分はひび割れ率,工 種区分はオーバー レ

イ類,累 積確率区分は全種を表 した供用性曲線 の一例を

図-10に 示す.

最適な供用性曲線 を選択す る検索範囲は,216通 りの

供用性曲線全てか らではな く,絞 り込むこととした.ま

ず,現 場観測データが,例 えばわだち掘れ量の場 合,ひ

び割れのデータか ら作成 した供用性曲線を選択する必要

性はないため,路 面性状特性値については,当 然なが ら

現場観測データの特性値区分内で選択するととした.ま

た,舗 装計画交通量区分についても区分内で選択するこ

ととした.

しかしながら,工 種区分については,図-11に 示すよ

うに,少 なくとも本研究で使用 したデータを見 る限 り,

累積49kN換 算輪数 と各路面性状特性値の関係について,

平均的な劣化傾向(最 頻値の供用性 曲線)に 差は出てく

るものの,そ の区分に該当する全データが完全に工種に

よって分かれるものではないこと(路 面性状特性値が,
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図-12わ だち掘れ量の最適な供用性曲線選定例

工種などに対して必ず しも独立でないこと)が わかっ

た.

この結果は,任 意路線の供用性について,路 面性状特

性値が工種のみならず,交 通量区分,地 域区分などに対

しても大きく,か つ,複 雑に影響を受けていることの一

つの事例 として捉えられる.

したがって,工 種による平均的な供用性の変化につい

て把握することについては,重 要な意味はもちろん認め

られるが,実 際にデータのバラツキがある以上,舗 装の

供用性の把握において,工 種による制限を加えることは

合理的意味を見いだせないと考えられる.

そこで,最 適な供用性曲線を選択する検索範囲として

は,工種区分(6分 類)お よび累積確率による区分(6分

類)の 組み合わせ計36通 りとし,この中から現場の舗装

の劣化傾向に最も適した供用性曲線を検索することとし

た.

今回検討した手法を用いることで,表-1の 分類に限

定されず,特 徴的劣化傾向情報(例 えば,表 層合材別な

ど)で整理した供用性データから,デ ータ群のバラツキ

を考慮した供用性曲線を求めることができる.情 報を増

やすことで選択肢が増え,更 に精度向上を図ることが出

来ると考えられる.

(2)最 適な供用性曲線の選定ソフ トウエアの開発

上記方法を簡便に実行するためのソフトウェアを開発

した.こ のアプリケーションは,市 販の表計算ソフトの

機能を利用したもので,求 めた供用性曲線およびデータ

範囲に対して,現 場観測データを1点 以上与えた場合に,

最も適合 している供用性曲線を選択することができるよ

うになっている.

北海道開発局では,毎 年管理路線のおよそ1/3ず つ路

面性状調査を実施している.し たがって,同 一区間の路

面性状特性値データは,3年 おきに収録されることにな

る.平成16年 度に更新した北海道の直轄国道における舗

装データベースによると,平均供用年数は12.8年である.

供用年数が15年 以上の区間もあれば,10年 未満の区間も

相当数存在する.仮 に当該舗装の補修間隔(供 用年数)

が10年 の場合,そ の間の路面性状特性値の履歴データ数

は,せ いぜい3点,供 用年数が8年 ならデータ数は2点

となるように,デ ータ件数の少ない区間についても,舗

装の供用性を把握 しなければならない事例は少なからず

存在する.

道路管理者には,こ のような状況下でも,舗 装の将来

の供用状態を予測 しながら,計 画的かつ適切な管理を

行っていくことが求められており,供 用性の予測が重要

な意味を持っている.

統計的には,同 一区間に対 して多数のデータがあれ

ば,供 用性予測精度は高くなるものと考えられるが,本

研究での供用性曲線の選定ソフトフェアとして,上 記の

ような条件に十分配慮し,現 場観測データが少数の場合

でも対応できるように考慮する必要があると考え,最 低

でも1点 のデータで予測できるような仕様とした.

図-12は わだち掘れ量の最適な供用性曲線選定例で

ある.こ の例では,現 場実測値を入力した結果,最 も実

測値に近い供用性曲線は,同 一舗装設計交通量区分,同
一路面性状特性値で作成した36通 りの曲線のうち,補 修

工法が切削オーバーレイ類の累積確率50%の 曲線という

ことになる.

このようにして,デ ータ群全体の劣化傾向をおおむね

押さえつつも,現 場個別の事情に即した適切な供用性曲

線を簡単に求めることができる.

5.ま と め

(1)プ ロジェクトレベルにおける劣化傾向を反映させ意

思決定を確実なものとするため,道 央 ・道南での実測路

面性状特性データからバラツキ範囲を考慮した216通 り

の供用性曲線を作成 した.

(2)そ の中から,最 小二乗法を用いて,現 場データに

フィットする供用性曲線の選定を可能とした.

(3)現 場観測データを与えた場合に適合した供用性曲線

を自動的に選択するソフ トウェアを作成した.
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6.お わ りに

データのバラツキ範囲を考慮することで各プロジェク

ト箇所に応 じた供用性曲線を選定でき,各 プロジェクト

における舗装供用性のより的確な判断が可能となる.こ

れを用いてLCCの 算出を行い,代 替案の比較を行 うこと

で,よ り効率的 ・効果的で信頼性の高い維持管理計画の

策定が期待できるものとなる.今 後は,作 成した供用性

曲線選定手法を用いて,個 別区間のLCC算 出比較を行

い,ツ ールとしての実用性,妥 当性の検証を行っていき

たい.
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STUDY ON PROJECT-LEVEL CALCULATION OF 

PAVEMENT PERFORMANCE CURVE

Masaki SEINO, Hideto TAKEMOTO, Kimio MARUYAMA and Katsura ENDO 

To improve the reliability of pavement life-cycle cost (LCC) calculations, accurate performance curves are necessary. 

Conventional calculation methods obtain the typical deterioration trends of the road surface from regional data that are 

widely dispersed. While such methods may be effective for network-level examination, they are not effective for

project-level examination: The network-level deterioration trends often differ from the project-level deterioration 
trends (i.e., the trends at each site). We studied a method of calculating performance curves that considers project-level 

deterioration trends and dispersion patterns.
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